
◆ 9月の税務と労務
国　税／8月分源泉所得税の納付 9月12日

国　税／7月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

9月30日

国　税／1月決算法人の中間申告 9月30日

国　税／10月、1月、4月決算法人の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 9月30日
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相続人は、相続の開始を知った日から３か月以内に、
亡くなった人の財産や借金に対し、①全て受け継ぐ単純承認、②相続財産の限度で借金
を受け継ぐ限定承認、③相続放棄、のいずれかを選択しなければなりませんが、東日本
大震災の被災者である相続人に限り本年 11 月 30 日まで選択期間が延長されています。

相続の承認・放棄の選択期間

（長月）September

19日・敬老の日　23日・秋分の日9月
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雇
用
保
険
法
が
改
正
さ
れ
、
平
成

二
十
三
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ

て
い
ま
す
。
改
正
の
主
な
内
容
は
、

次
の
と
お
り
で
す
。

１
　
賃
金
日
額
及
び
基
本
手
当
日

額
の
引
き
上
げ

基
本
手
当
と
は
、
被
保
険
者
が
、

自
己
都
合
、
定
年
、
倒
産
等
に
よ
り

離
職
後
、
生
活
の
心
配
を
せ
ず
に
求

職
活
動
し
、
早
期
に
再
就
職
が
実
現

で
き
る
よ
う
に
支
給
さ
れ
る
も
の
で

す
。賃

金
日
額
は
、
基
本
手
当
日
額
の

算
定
の
基
礎
と
な
る
も
の
で
、
離
職

の
日
以
前
六
カ
月
間
に
、
原
則
と
し

て
、
被
保
険
者
と
し
て
支
払
わ
れ
た

賃
金
の
総
額
（
臨
時
に
支
払
わ
れ
る

賃
金
及
び
三
カ
月
を
超
え
る
期
間
ご

と
に
支
払
わ
れ
る
賃
金
を
除
く
）
を

一
八
〇
で
割
っ
た
額
（
給
与
の
一
日

の
平
均
額
）
で
す
。

今
般
の
改
正
で
、
賃
金
日
額
及
び

基
本
手
当
日
額
の
下
限
額
と
上
限
額

の
底
上
げ
が
行
わ
れ
ま
し
た
（
表
１

参
照
）。

２
　
再
就
職
手
当
及
び
常
用
就
職

支
度
手
当
の
給
付
率
の
引
上

げ
雇
用
保
険
に
は
、
職
業
に
就
く
た

め
の
求
職
活
動
や
、
よ
り
早
期
の
再

就
職
を
促
進
す
る
た
め
の
制
度
と
し

て
就
職
促
進
給
付
が
あ
り
ま
す
。

就
職
促
進
給
付
に
は
、
就
業
促
進

手
当
（
就
業
手
当
、
再
就
職
手
当
、

常
用
就
職
支
度
手
当
）、
移
転
費
及
び

広
域
求
職
活
動
費
の
三
つ
が
あ
り
ま

す
。こ

の
う
ち
再
就
職
手
当
と
常
用
就

職
支
度
手
当
の
給
付
率
が
改
正
さ
れ

ま
し
た
。

a

再
就
職
手
当

①

給
付
日
数
を
三
分
の
一
以
上

残
し
て
就
職
し
た
場
合
の
給
付

率
が
、
従
来
の
三
〇
％
（
暫
定

措
置
と
し
て
四
〇
％
）
か
ら
五

〇
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
恒
久
化

さ
れ
ま
し
た
。

②

給
付
日
数
を
三
分
の
二
以
上

残
し
て
就
職
し
た
場
合
の
給
付

率
が
、
従
来
の
三
〇
％
（
同
五

〇
％
）
か
ら
六
〇
％
に
引
き
上

げ
ら
れ
恒
久
化
さ
れ
ま
し
た
。

s

常
用
就
職
支
度
手
当

常
用
就
職
支
度
手
当
の
給
付
率

が
、
三
〇
％
か
ら
四
〇
％
に
引
き

上
げ
ら
れ
ま
し
た
（
表
２
参
照
）。

３
　
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
限

度
額
の
引
上
げ

高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
の
限
度
額

が
、
三
二
万
七
、
四
八
六
円
か
ら
三

四
万
四
、
二
〇
九
円
に
引
き
上
げ
ら

れ
ま
し
た
。

再
就
職
手
当
は
、
職
業
に
就
い
た

日
の
前
日
に
お
い
て
基
本
手
当
の
支

給
残
日
数
が
三
分
の
一
以
上
あ
る
受

再
就
職
手
当
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給
資
格
者
が
、
基
本
手
当
の
受
給
資

格
の
決
定
を
受
け
た
後
に
、
早
期
に

安
定
し
た
職
業
（
一
年
を
超
え
て
雇

用
さ
れ
る
こ
と
が
確
実
で
あ
る
こ
と
）

に
就
き
、
ま
た
は
事
業
を
開
始
し
た

と
き
に
支
給
さ
れ
る
も
の
で
す
。

た
だ
し
、
離
職
前
の
事
業
主
に
再

び
雇
用
さ
れ
た
人
、
就
職
日
前
三
年

以
内
の
就
職
に
つ
い
て
再
就
職
手
当

ま
た
は
常
用
就
職
支
度
手
当
の
支
給

を
受
け
た
人
あ
る
い
は
申
請
後
ま
も

な
く
離
職
し
た
人
に
は
支
給
さ
れ
ま

せ
ん
。

常
用
就
職
支
度
手
当
は
、
高
年
齢

受
給
資
格
者
を
除
く
受
給
資
格
者
等

を
対
象
に
、
身
体
障
害
者
や
就
職
日

に
お
い
て
四
五
歳
以
上
の
者
（
雇
用

対
策
法
に
基
づ
く
再
就
職
援
助
計
画

等
の
対
象
者
）
等
就
職
困
難
者
と
し

て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
で

あ
っ
て
、
就
職
日
の
前
日
に
お
い
て
、

基
本
手
当
の
支
給
残
日
数
が
、
所
定

給
付
日
数
の
三
分
の
一
未
満
ま
た
は

四
五
日
未
満
で
あ
る
等
の
要
件
を
満

た
し
た
者
が
安
定
し
た
職
業
に
つ
い

た
と
き
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

例）Ｔさん（48歳）の所定給付日数を150日、基本手当日額を5,800円、90日分の基本手
当を受けていた場合の残りの給付

a 再就職手当を受ける場合　174,000円
給付日数を１／３以上残して就職していますので、基本手当日額の50％に支給残日数

を掛けた額（5,800円×0.5×60日分＝174,000円）となります。
再就職手当を受給後就職したが、受給資格を満たせず再び離職する場合、受給期間内で

あれば、残りの基本手当を受けることができる場合があります。ただし、再就職手当を受
給していますので、その日数分は基本手当が支給されたものとして計算されます。この場
合の再就職手当の支給日数分の計算は、「再就職手当の支給額を基本手当日額で割った日
数」となります。

174,000円÷5,800円＝30日
したがって、受給期間内であれば、残り30日｛150日（所定給付日数）−90日（基本手

当）−30日（再就職手当相当分）｝の範囲内で基本手当を受給することができます。

s 所定給付日数を受け終わるまで就職ができない場合　348,000円
5,800円を60日分受けることになりますので、再就職手当を受ける場合の174,000円の

倍の金額（348,000円）の基本手当を受けることができます。

d 離職した会社等に就職した場合����
離職時と同一の事業所及びその関連事業所に就職した場合は、給付日数が残っていても、

一切の給付は行われず、勤務年数もゼロからのスタートになります。

f 高年齢再就職給付金を受給する場合
再就職手当の支給を受けることができる者が、同一の就職につき高年齢再就職給付金の

支給を受けることができるときは、高年齢再就職給付金と再就職手当とは選択受給となり
ます。この場合、厚生年金保険の被保険者となる場合は、年金との支給調整がありますが、
短時間就労者など厚生年金保険の被保険者とならないで就労する場合は年金は減額されま
せん。

ちなみに、高年齢再就職給付金は、60歳以上65歳未満の高齢者が、離職後に基本手当
を受給し、支給日数を100日以上残して再就職したときなどの要件を満たしたときに支給
されます。

g fの人が再就職手当を選択する場合
再就職手当は一時金で支給されるため、年金との調整はありません。

常
用
就
職
支
度
手
当
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仕
事
中
ま
た
は
通
勤
途
中
の
災
害

で
、
障
害
等
級
第
一
級
の
障
害
補
償

年
金
・
障
害
年
金
ま
た
は
傷
病
等
級

第
一
級
の
傷
病
補
償
年
金
・
傷
病
年

金
の
受
給
者
が
、
仕
事
以
外
の
ケ
ガ

や
病
気
が
原
因
で
死
亡
し
た
と
き
に

は
、
遺
族
補
償
年
金
・
遺
族
年
金
は

支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

そ
こ
で
、
遺
族
の
生
活
の
激
変
を

緩
和
し
、
自
立
し
た
生
活
へ
の
援
助

を
行
う
観
点
か
ら
、
前
記
の
給
付
を

一
〇
年
以
上
受
け
て
い
た
等
の
要
件

を
満
た
し
た
場
合
は
、
社
会
復
帰
促

進
等
事
業
の
一
環
と
し
て
、
一
〇
〇

万
円
（
遺
族
が
二
人
以
上
い
る
場
合

は
、
一
〇
〇
万
円
を
そ
の
人
数
で
割

っ
た
額
）
が
、「
長
期
家
族
介
護
者

援
護
金
」
と
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
自
動
的
に
は
支
給
さ
れ

ま
せ
ん
の
で
、
支
給
決
定
し
た
労
働

基
準
監
督
署
経
由
で
都
道
府
県
労
働

局
に
申
請
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

年金融資制度

厚生年金保険、国民年金または労災保
険等の年金受給者を対象に、医療、住居、
冠婚葬祭などのために必要なときに、一
定額の融資を受けられる「年金融資制度」

（いわば年金の前借り制度）が実施されて
います。

融資額は、10万円〜250万円（１万円
単位）で、受給中の年金額の1.2倍以内、
融資利率は、年金担保貸付1.8％、労災年
金担保貸付0.9％です。

金額が指定の預金口座に振り込まれる
まで３週間程度かかります。

返済は、借入申込者本人が指定した額
（各回の支給額の１割を、１万円以上から
１万円単位で返済）を、支給される年金
から差し引く方法で、概ね２年６カ月以
内で行われます。

詳しくは、独立行政法人福祉医療機構
にお問い合わせ下さい。

被災者雇用開発助成金

平成23年５月２日以降に、東日本大震災
による被災離職者及び被災地域に居住する
求職者を、ハローワーク等の紹介により、
継続して１年以上 （１年未満の有期契約
を更新する場合を含む）雇用することが見
込まれる労働者 （雇用保険の一般被保険
者）として雇い入れる事業主に対し、「被
災者雇用開発助成金」が１年間、６カ月ご
とに２回に分けて、支給されます。

支給額は上表のとおりで、本助成金の対
象となる労働者は、次のとおりです。

a 以下の①から③のいずれにも該当する
者で、震災により離職した者
① 東 日 本 大 震 災 発 生 時 に 被 災 地 域
（東京都を除いた地域で、災害救助法

が適用された市町村の地域）において
就業していた者

② 震災後に離職し、その後安定した職
業に就いたことのない者

③ 震災により離職を余儀なくされた者

s 被災地域に居住する者で、震災後、安
定した職業に就いたことのない者（震災
により被災地域外に住所または居所を変
更している者を含み、震災の発生後に被
災地域に居住することとなった者を除
く）
なお、過去３年間に就労したことのある

事業所 （出向、派遣、請負を含む）への
雇入れ、雇入れ日の前日から起算して、６
カ月前の日から１年経過日までの間に事業
主都合による解雇または同期間において雇
入れ日における被保険者数の６％超を倒
産・解雇等による離職理由で離職させてい
る場合は、本助成金の対象となりません。

詳しくは、最寄りのハローワークまたは
各都道府県労働局 （職業安定部）にお問
い合わせください。

長
期
家
族
介
護
者
援
護
金


